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（原子炉等規制法に基づく申請の概要） 

 

１．申請者及び申請年月日等 

申請者：東北電力株式会社 取締役社長 社長執行役員 口 康二郎 

申請年月日等：令和４年６月３０日（東北電原技第２号） 

補正年月日等：令和４年９月２２日（東北電原技第３号） 

 

２．発電所の名称及び位置 

名 称：女川原子力発電所 

位 置：宮城県牡鹿郡女川町及び石巻市 

 

３．発電用原子炉施設の出力及び周波数 

出 力：１，６５０，０００ｋＷ 

    第２号機 ８２５，０００ｋＷ（今回申請分） 

    第３号機 ８２５，０００ｋＷ 

周波数：５０Ｈｚ 

 

４．申請範囲 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

２．４ 使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備 

２．４．２ 燃料プール代替注水系 

（８）主配管（スプレイヘッダを含む。）（可搬型） 

２．４．３ 燃料プールスプレイ系 

（８）主配管（スプレイヘッダを含む。）（可搬型） 

２．４．４ 放射性物質拡散抑制系 

（８）主配管（スプレイヘッダを含む。）（可搬型） 

２．５ 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の基本設計方針，適用基準及

び適用規格 

２．６ 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設に係る工事の方法 

 

原子炉冷却系統施設 

３．５ 残留熱除去設備 

３．５．２ 原子炉格納容器フィルタベント系 

（８）主配管（可搬型） 

３．６ 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 

３．６．５ 低圧代替注水系 
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（７）主配管（可搬型） 

３．６．９ 代替水源移送系 

（７）主配管（可搬型） 

３．８ 原子炉補機冷却設備 

３．８．３ 原子炉補機代替冷却水系 

（９）主配管（可搬型） 

３．１１ 原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）の基本設計方針，

適用基準及び適用規格 

３．１２ 原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）に係る工事の方法 

 

計測制御系統施設 

４．１０ 計測制御系統施設（発電用原子炉の運転を管理するための制御

装置を除く。）の基本設計方針，適用基準及び適用規格 

４．１２ 発電用原子炉の運転を管理するための制御装置 

４．１２．２ 中央制御室機能及び中央制御室外原子炉停止機能 

４．１２．４ 発電用原子炉の運転を管理するための制御装置に係る工事

の方法 

 

放射線管理施設 

６．４ 放射線管理施設の基本設計方針，適用基準及び適用規格 

６．５ 放射線管理施設に係る工事の方法 

 

原子炉格納施設 

７．３ 圧力低減設備その他の安全設備 

（６）原子炉格納容器安全設備 

ｂ．原子炉格納容器下部注水系 

ヌ 主配管（可搬型） 

ｃ．原子炉格納容器代替スプレイ冷却系 

ヌ 主配管（可搬型） 

ｆ．低圧代替注水系 

ヌ 主配管（可搬型） 

（７）放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容

器再循環設備 

ｄ．放射性物質拡散抑制系 

ル 主配管（可搬型） 

ｅ．放射性物質拡散抑制系（航空機燃料火災への泡消火） 
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ル 主配管（可搬型） 

ｇ．原子炉格納容器フィルタベント系 

ル 主配管（可搬型） 

（９）圧力逃がし装置 

ａ．原子炉格納容器フィルタベント系 

ニ 主配管（可搬型） 

７．４ 原子炉格納施設の基本設計方針，適用基準及び適用規格 

７．５ 原子炉格納施設に係る工事の方法 

 

その他発電用原子炉の附属施設 

８．９ 緊急時対策所 

８．９．１ 緊急時対策所機能 

８．９．２ 緊急時対策所の基本設計方針，適用基準及び適用規格 

８．９．３ 緊急時対策所に係る工事の方法 

 

５．工事の種類・内容 

種類：発電用原子炉の基数の増加の工事以外の変更の工事 

内容：発電用原子炉施設の基本設計方針等の変更及び核燃料物質の取扱施

設及び貯蔵施設等の改造 

 

６．申請理由 

令和３年１２月２３日付け原規規発第２１１２２３１号にて認可された設計

及び工事の計画について、以下のとおり変更を行う。 

（１）平成２９年４月の「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関

する規則」及び「同解釈」の一部改正を踏まえ、有毒ガス防護に係る実用

発電用原子炉及びその附属施設の基本設計方針等の変更を行う。 

（２）詳細設計の進捗に伴う可搬型設備の運用変更を反映する。 

 


